
令和元年８月３０日 

 

令和２年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：日本私立学校振興・共済事業団) 

 

１．令和２年度の財政投融資計画要求額

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 291 291 － 0.0

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

291 291 － 0.0

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和２年度
要   求   額

令和元年度
計   画   額

２．財政投融資計画残高 

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 3,292 3,279 13 0.4

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

3,292 3,279 13 0.4

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和２年度末
残高（見込）

令和元年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 (単位：億円)

625 625 －

515 479 36

35 14 21

3 3 －

1 1 －

71 128 △57

増　減

事業計画の合計額

災害復旧費

教育環境整備費

一般施設費

区　　分

公害対策費

特別施設費

(内訳)

令和２年度
要   求   額

令和元年度
計   画   額

 

資金計画 (単位：億円)

625 625 －

291 291 －

財政融資 291 291 －

産業投資 － － －

政府保証 － － －

334 334 －

厚生年金勘定借入金 286 311 △25

貸付回収金 534 558 △24

借入金償還 △407 △456 49

債券償還 △80 △80 －

その他 1 1 0

自己資金等

区　　分
令和２年度
要   求   額

令和元年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 (機関名：日本私立学校振興・共済事業団) 

 
＜官民の役割分担・リスク分担＞ 
１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適切

な役割分担がなされているか。 
 
  私立学校に在学する学生・生徒などの割合は、大学・短大で約７割、高等学校で

約３割、幼稚園で約８割となっており、私立学校は我が国の学校教育に大きく貢献

しており、「公」の性質を有している。また、私立学校は、多様化する国民のニー

ズに応じ、それぞれが建学の精神に基づく個性豊かな活動を展開している。 
  このように、私立学校は我が国の学校教育の発展にとって質・量の両面にわたっ

て重要な役割を果たしており、「公」の性質を有している。 

  私立学校の資産の大部分は、施設設備等の固定資産が占めており、これらを充実

させることが教育条件を維持・向上させるための大きな要素となっている。学校法

人は施設設備の充実を図る際に、一時的に多額の支出を伴うことになるが、その経

費をある一時期の学生等だけに負担させるのではなく、将来にわたって負担を分散

させる必要がある。そのため、学校法人は長期かつ低利での資金借入を希望する 

が、一般的に民間金融機関は、返済期間が長期となる事業資金の貸付には極めて慎

重である。 

  日本私立学校振興・共済事業団（以下、「事業団」という。）は、こうした学校

法人からの資金需要に対して、期間が長くかつ調達コストが低い公的資金である財

政融資資金の融資を受け、民間金融機関では対応が困難な長期・低利の貸付を実施

し、我が国の私立学校における教育の振興に寄与していることから、その事業は平

成26年６月にまとめられた「財政投融資を巡る課題と今後の在り方について」に記

載されている平時における公的金融機能のうち「民間では担えないリスクの負担」

の機能を有している。 

 

 

２．官民が適切にリスク分担し、民間企業のモラルハザードを防止しつつ、適度な支援

を行っているか。 
 
  事業団は、民間金融機関では対応が困難な長期・低利の貸付を実施することでリス

クを分担している。 

 
＜対象事業の重点化・効率化＞ 
３．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 
 

  民間金融機関では対応が困難な長期・低利での貸付を実施するにあたって、これ

までに以下のとおり対象事業の重点化や効率化を図っている。 

 

  ①貸付費目の廃止 

   ・一般施設費のうち移転費を廃止（平成15年度） 

   ・教育環境整備費のうち私立大学奨学事業を廃止（平成19年度） 



 

  ②融資対象学校の縮小 

   ・教育環境整備費のうち「校教具」の融資対象学校から大学院・大学・短期大

学及び高等専門学校を原則除外（平成15年度） 

   ・教育環境整備費のうち「校教具」の融資対象学校から高等学校、中等教育学

校中学校及び小学校を原則除外（平成19年度） 

 

  ③貸付利率の見直し 

   ・一般施設費及び特別施設費の貸付利率設定方法を、一般施設費は基準金利

+0.1％から+0.3％に、特別施設費は基準金利+0.3％から+0.4％にそれぞれ引

き上げ（平成14年度） 

 

  ④融資条件の見直し 

   ・特別施設費の融資率（貸付事業額に対する融資額の割合）を85％から80％に

引き下げ（平成18年度） 

   ・一般施設費の次世代型学校施設整備事業の融資率を85％から80％に引き下げ

（平成18年度） 

 

 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

４．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を財

政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 
  平成30年度においては、貸付計画額640億円に対して、貸付実績は536億円であり、

執行率は約84％であった。このうち、学校法人の耐震改築等に対する貸付額は204億

円であり、計画額の288億円を下回ったが、その要因は、マイナス金利政策の影響か

ら、貸付金利などで事業団より有利な条件を提示した市中金融機関に借入先を変更す

る学校法人が発生したことや、建築コストの上昇等に伴う学校法人の事業計画の変更

・延期等である。 

  令和２年度の要求にあたっては、平成30年度までの実績及び令和元年度の融資見込

みや学校法人の借入要望を踏まえ、各費目の貸付計画額の規模を見直すことにより、

運用残が生じる可能性は低いものと考えている。 

 
 (参考：過去３カ年の財政投融資の運用残額) 

   

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

運用残額 35 億円 運用残なし 運用残なし 

運用残率 8.4％ － － 

 

＜その他＞ 
５．上記以外の特記事項 
 
  特になし 
 

 

 

(注)「運用残率」は、改定後現額(改定後計画＋前年度繰越)に対する運用残額の割合(％)。 



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：日本私立学校振興・共済事業団) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」及び「成長戦略実行計画・成長戦略フ

ォローアップ・令和元年度革新的事業活動に関する実行計画」に盛り込まれた事項

に関する要求内容 

 

○ 東日本大震災や熊本地震の教訓等を踏まえ、また、今後発生が懸念される大規

模地震に備え、早急な児童・生徒等の安全確保及び地域の避難場所としての機能

確保等が課題となっていることから、私立学校施設の耐震化等への支援を行うた

め、財政融資資金を要求する。 

 

【参考】「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年6月） 

第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり 

２．人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進 

（１）少子高齢化に対応した人づくり革命の推進 

②初等中等教育改革等 

（略）新学習指導要領が目指す教育の着実な実現、安全・安心な学校施設の効率的

な整備、在外教育施設における教育機能の強化を図る。（略） 

５．重要課題への取組 

（７）暮らしの安全・安心 

①防災・減災と国土強靱化 

国民の生命と財産を守るため、近年の災害の発生状況や気候変動の影響を踏まえ、

体制整備に努めつつ、ハード・ソフト両面において防災・減災対策、国土強靱化の取

組を進める。（略） 

（略）防災拠点等となる学校等公共施設等の耐震化などの防災・避難所機能強化、新

技術を活用した河川管理の高度化・避難の迅速化等により、地域の災害対応力の向

上を図る。（略） 

 

○ 東日本大震災及び平成28年熊本地震により被災した私立学校の施設・教育研究

活動の復旧支援を実施する必要があることから災害復旧融資の継続を要求する。 

 

【参考】「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年6月） 

第１章 現下の日本経済 

３. 東日本大震災等からの復興 

（１）東日本大震災からの復興・再生 

（略）震災から８年以上が経過し、これまでの取組の結果、地震・津波被災地域

では、住まいの再建がおおむね完了し、（略）帰還困難区域でも６町村の特定復興

再生拠点区域整備が進むなど、本格的な復興・再生に向けた動きが着実に進んでい

る。引き続き復興の加速化に取り組む。（略） 

 

（２）近年の自然災害からの復興、防災・減災・国土強靭化の加速 

（略）まちづくりや道路、鉄道、熊本城の復旧を進めるなど、引き続き、被災者

に寄り添ったきめ細やかな支援等を実施する。（略） 

 



財政投融資の要求に伴う政策評価（基本的事項） 

 (機関名：日本私立学校振興・共済事業団) 

 

１．政策的必要性 

 

  事業団の貸付事業は、学校法人等に対して、その設置する私立学校の校地・校舎

等の施設設備の整備その他経営のために必要な資金を長期・低利で貸し付けること

により、私立学校の教育の充実及び向上並びに経営の安定を図ることを目的として

おり、老朽校舎等の建替え事業を含む校舎等の新増築等を行うための資金である「

一般施設費」や国際交流施設・大学病院等の教育研究に付随する施設の整備を行う

ための資金である「特別施設費」等、私立学校のニーズに応じて、多様な貸付のメ

ニューを設けているところである。 

  また、私立学校施設の耐震改築等事業に対する融資に係る利子助成制度を国の補

助事業として実施しており、事業団融資と国の補助事業があいまって、私立学校施

設の耐震化を積極的に促進している。 

 

 

２．民業補完性 

 

  私立学校の資産の大部分は、施設設備等の固定資産が占めており、これらを充実

させることが教育条件を維持・向上させるための大きな要素となっている。学校法

人は施設設備の充実を図る際に、一時的に多額の支出を伴うこととなるが、その経

費をある一時期の学生等だけに負担させるのではなく、将来にわたって負担を分散

させる必要がある。そのため、学校法人は長期かつ低利での資金借入を希望する 

が、一般的に民間金融機関は、返済期間が長期となる事業資金の貸付には極めて慎

重である。 

  事業団は、こうした学校法人からの資金需要に対して、期間が長くかつ調達コス

トが低い公的資金である財政融資資金の融資を受け、民間金融機関では対応が困難

な長期・低利の貸付を実施し、我が国の私立学校における教育の振興に寄与してい

ることから、その事業は、平成26年６月にまとめられた「財政投融資を巡る課題と

今後の在り方について」に記載されている平時における公的金融機能のうち「民間

では担えないリスクの負担」の機能を有している。 

 

 

３．有効性 

 

  事業団は、前身である私立学校振興会（昭和27年創立）の時代より、総額 

３兆2,521億円、37,843件の貸付を学校法人等に対して行い、これにより、私立学

校の振興に努めてきた。 

  この事業団の長期・低利の貸付事業は、これまでに私立学校経営の安定をもたら

すのみならず、私立学校の個性豊かな教育研究活動の活性・向上を促し、将来を担

う人材の育成や新技術の開発及び新産業の創出等に繋がるなど、我が国の発展に大

きく寄与している。 

また、事業団の貸付により整備した私立学校の施設等を、学生・生徒等が授業料

等を納入し利用しており、適正な受益者負担を実現している。 



   

４．その他 

 

  事業団の貸付事業は、私立学校振興助成法第10条等に基づき行われる私学振興の

ための施策であり、民間では対応が困難な長期・低利の貸付を行っている。このた

め、資金の調達としては、まず自己資金を調達した上で、期間が長く、かつ調達コ

ストが低い財政融資資金から資金借入を行っている。 

  また、事業団における過去の貸付金残高・貸倒引当金残高・リスク管理債権は以

下のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

 貸付金残高 

（Ａ） 

貸倒引当金残高 ﾘｽｸ管理債権額 

（Ｂ） 

ﾘｽｸ管理債権の割合 

（Ｂ/Ａ） 

平成28年度 597,732 6,353 7,810 1.31 

平成29年度 581,808 5,979 7,303 1.26 

平成30年度 574,045 6,161 6,952 1.21 

 

  貸倒引当金については「日本私立学校振興・共済事業団貸付債権の自己査定基 

準」に基づき個々の債務者ごとに、債務者区分及び担保分類を行った上で、貸倒引

当金計上額を算出している。 

  リスク管理債権額の貸付金残高に対する割合は、東日本大震災により被害を受け

た貸付先法人の被災状況を自己査定に反映させていたが、27年度には東日本大震災

による経営悪化の影響を踏まえ格付けされたリスク管理債権はなくなったため、大

幅に減少し、適正な水準を維持している。なお、リスク管理債権の対象となる学校

法人数についても減少している。 

 （リスク管理債権の対象法人数） 

   平成28年度末：26法人 平成29年度末：23法人 平成30年度末：22法人 

 

  過去に借り入れた財政融資資金については、借入条件に従い遅滞なく償還を行っ

てきており、償還確実性についても問題ないと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 



３０ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：日本私立学校振興・共済事業団) 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

30年度決算については、過年度に実施した長期低利融資等の影響により、当期総

損失を452百万円計上した。 

なお、貸付先の各学校法人の個別具体的な状況を勘案し、厳格な審査の上で、貸

倒引当金の処理を行っており、安定的かつ健全な貸付事業を実施するため、財務上

の基盤の強化を図っているものと評価している。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

 

○ 資産  6,083億円 → 投資有価証券の増等により、前年度比25億円の増 

 

○ 負債  4,929億円 → 預かり寄付金の増等により、前年度比30億円の増 

 

○ 純資産 1,154億円 → 利益剰余金の減等により、前年度比５億円の減 

 

（２）収益の状況 

 

○ 費用等 3,502億円 → 配付寄附金及び私立大学等経常費補助金の減等によ 

り、前年度比15億円の減 

 

○ 収益  3,497億円 → 寄附金収益及び私立大学等経常費補助金収益の減等

            により、前年度比15億円の減 

 

 


